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  地方自治法第２３３条第２項及び第２４１条第５項の規定により、審査に

付された令和３年度日立市一般会計・特別会計歳入歳出決算及び附属書類  
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凡 例

１ 文中の金額は、原則として千円単位で表示し、単位未満を四捨五入

しているため、合計額又は差額が一致しない場合もある。

２ 文中及び表中で用いる百分率は、原則として小数点以下第２位を四

捨五入したものである。

３ 各表中等の「 」については、該当数値はあるが単位未満のもの

を、「－」については該当数値のないものを表す。
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令和３年度日立市一般会計・特別会計歳入歳出決算 
及 び 基 金 運 用 状 況 に 関 す る 審 査 意 見 

 
 
第１ 審査の対象 
［歳入歳出決算］ 
１ 一般会計 

１ 令和３年度 日立市一般会計歳入歳出決算

２ 特別会計

１ 令和３年度 日立市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算

２ 同 日立市介護保険事業特別会計歳入歳出決算

３ 同 日立市介護サービス事業特別会計歳入歳出決算

４ 同 日立市戸別合併処理浄化槽事業特別会計歳入歳出決算

５ 同 日立市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算

３ 上記決算に関する証書類、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書

及び財産に関する調書

［基金運用状況調書］ 
１ 令和３年度 日立市高額療養費貸付基金 
２     同          日立市奨学金貸付基金 

   
第２ 審査の期間  

令和４年７月１日から令和４年８月５日まで

 
第３ 審査の方法

１ 一般会計・特別会計歳入歳出決算については、日立市監査基準等に基づき、審

査の対象とした書類と関係諸帳簿・書類により総括的に審査を実施し、例月現金

出納検査並びに定期監査の結果を参考にしながら、「決算計数の正確性」及び「収

入支出の合規性」の確認を行い、あわせて関係職員から説明を聴取して審査した。

２ 基金の運用状況については、基金運用状況調書と関係諸帳簿・書類により上記

に準じ審査した。
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第４ 審査の結果 
審査に付された一般会計・特別会計歳入歳出決算及び附属書類は、いずれも関

係法令に準拠して作成されており、かつ計数は関係諸帳簿等と符合し正確である

と認めた。

また、基金の運用状況については、条例の目的に従って適正に運用されており、

関係諸帳簿等と符合し計数的にも正確であると認めた。

決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算状況

（１）歳 入

一般会計及び特別会計の歳入決算総額は 億 万 千円 一般会計

億 万 千円、特別会計 億 万 千円 で、前年度に比較し 億

万 千円 ％ 減少している。

予算現額に対する執行率については ％と前年度に比較し ポイント上

回っている。

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対前年度比較

増 減 額 増減率 ％

予算現額 △ △

（一般会計） △ △

（特別会計）

調定額 △ △

（一般会計） △ △

（特別会計）

収入済額 △ △

（一般会計） △ △

（特別会計）

執行率（％）

（一般会計）

（特別会計） △

不納欠損額は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ の増

加、収入未済額は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％

減少している。

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対前年度比較

増 減 額 増減率 ％

不納欠損額

（一般会計）

（特別会計）

収入未済額 △ △

（一般会計） △ △

（特別会計） △ △
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（２）歳 出

一般会計及び特別会計の歳出決算総額は 億 万 千円 一般会計

億 万 千円、特別会計 億 万 千円 で、前年度に比較し 億 万

千円 ％ 減少している。

予算現額に対する執行率については ％と前年度に比較し ポイント上

回っている。

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対前年度比較

増 減 額 増減率 ％

予算現額 △ △

（一般会計） △ △

（特別会計）

支出済額 △ △

（一般会計） △ △

（特別会計）

執行率（％）

（一般会計）

（特別会計） △

翌年度繰越額は、 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円

％ 減少している。なお、翌年度繰越額の内訳は、継続費逓次繰越額 億

万 千円（一般会計 億 万 千円、特別会計 億 万 千円）、一般会

計の繰越明許費繰越額 億 万 千円となっている。

不用額は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加

している。

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対前年度比較

増 減 額 増減率 ％

翌年度繰越額 △ △

（一般会計） △ △

（特別会計）

不用額

（一般会計）

（特別会計） △ △

（翌年度繰越額の状況）

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対前年度比較

増 減 額 増減率 ％

継続費逓次繰越額 △ △

繰越明許費繰越額 △ △

事故繰越し繰越額

（３）実質収支

財政運営状況判断の基準となる実質収支は 億 万 千円 一般会計 億

万 千円、特別会計 億 万 千円 と黒字となっており、前年度に比較し

億 万 千円 ％ 増加している。

（単位 千円）

（会計別実質収支の状況）

（単位 千円）

区 分
歳 入
決 算 額

歳 出
決 算 額

歳入歳出
差 引 額

翌年度へ
繰り越す
べき財源

実 質
収 支 額

一般会計

特別会計

区 分 ３年度 ２年度
対前年度比較

増 減 額 増減率 ％

歳 入 決 算 額 △ △

歳 出 決 算 額 △ △

歳 入 歳 出 差 引 額

翌年度へ繰り越すべき財源 △ △

継続費逓次繰越額 △ △

繰越明許費繰越額 △ △

事故繰越し繰越額

実 質 収 支 額

実 質 収 支 比 率 ％）
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％ 減少している。なお、翌年度繰越額の内訳は、継続費逓次繰越額 億

万 千円（一般会計 億 万 千円、特別会計 億 万 千円）、一般会

計の繰越明許費繰越額 億 万 千円となっている。

不用額は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加

している。

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対前年度比較

増 減 額 増減率 ％

翌年度繰越額 △ △

（一般会計） △ △

（特別会計）

不用額

（一般会計）

（特別会計） △ △

（翌年度繰越額の状況）

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対前年度比較

増 減 額 増減率 ％

継続費逓次繰越額 △ △

繰越明許費繰越額 △ △

事故繰越し繰越額

（３）実質収支

財政運営状況判断の基準となる実質収支は 億 万 千円 一般会計 億

万 千円、特別会計 億 万 千円 と黒字となっており、前年度に比較し

億 万 千円 ％ 増加している。

（単位 千円）

（会計別実質収支の状況）

（単位 千円）

区 分
歳 入
決 算 額

歳 出
決 算 額

歳入歳出
差 引 額

翌年度へ
繰り越す
べき財源

実 質
収 支 額

一般会計

特別会計

区 分 ３年度 ２年度
対前年度比較

増 減 額 増減率 ％

歳 入 決 算 額 △ △

歳 出 決 算 額 △ △

歳 入 歳 出 差 引 額

翌年度へ繰り越すべき財源 △ △

継続費逓次繰越額 △ △

繰越明許費繰越額 △ △

事故繰越し繰越額

実 質 収 支 額

実 質 収 支 比 率 ％）
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（４）純計決算総額

決算総額には、一般会計と特別会計間において、繰入金・繰出金がそれぞれ

億 万 千円含まれているので、これを差し引いた純計決算総額は、次表の

とおりである。

（単位 千円）

繰入・繰出の状況

（単位 千円）

２ 財政指標

普通会計決算の財政指標を前年度と比較すると、次表のとおりである。

区 分 歳 入 歳 出 歳入歳出差引額

純 計 決 算 総 額

内訳
一 般 会 計

特 別 会 計 △

区 分 一般会計 特別会計 合 計

歳入

決 算 額

繰 入 額

差 引 純 計 額

歳出

決 算 額

繰 出 額

差 引 純 計 額

区 分 ３年度 ２年度 対前年度比較

経 常 収 支 比 率 （％ △

公 債 費 負 担 比 率 ％

財 政 力 指 数 単 年 度 △

財 政 力 指 数 ３箇年平 均 △

【用語の解説】

３ 債務負担行為の状況

後年度支出が確定している債務負担行為の状況は、次表のとおりである。

なお、その他の物件の購入、製造・工事の請負等における令和３年度末の債務負

担行為現在高の主なものは、学校給食共同調理場調理等業務委託 億 万円、放

課後児童クラブ・放課後子ども教室運営業務委託 億 万円、公共施設照明設備

賃借料 億 万円である。

（単位 千円）

区 分
２年度末

現 在 高

３年度 ３年度末

現 在 高設 定 額 解 消 額

土 地 の 購 入

その他の物件の購入、
製造・工事の請負等

計

〇 経常収支比率

財政構造の弾力性を判断する指標。人件費、扶助費、公債費等の経常経

費に、地方税や地方交付税などの経常一般財源と臨時財政対策債等の合計

額をどの程度充当したかを比率で表したもので、この割合が高いほど投資

的経費に充当する財源の余裕がなく財政運営が厳しいとされている。

〇 公債費負担比率

公債費が一般財源の使途の自由度をどの程度制約しているかを判断する

指標。公債費に充てられた一般財源の割合を比率で表したもので、一般的

に ％を超えると「警戒ライン」、 ％を超えると「危険ライン」とされて

いる。

〇 財政力指数

地方公共団体の財政力を示す指数。基準財政収入額 標準的な地方税収

を基準財政需要額 行政事務の必要経費 で除した数値で、この数値が高い

ほど自主財源の割合が高く財政力があるとされている。
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（４）純計決算総額

決算総額には、一般会計と特別会計間において、繰入金・繰出金がそれぞれ

億 万 千円含まれているので、これを差し引いた純計決算総額は、次表の

とおりである。

（単位 千円）

繰入・繰出の状況

（単位 千円）

２ 財政指標

普通会計決算の財政指標を前年度と比較すると、次表のとおりである。
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内訳
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歳出

決 算 額

繰 出 額

差 引 純 計 額

区 分 ３年度 ２年度 対前年度比較

経 常 収 支 比 率 （％ △

公 債 費 負 担 比 率 ％

財 政 力 指 数 単 年 度 △

財 政 力 指 数 ３箇年平 均 △

【用語の解説】

３ 債務負担行為の状況

後年度支出が確定している債務負担行為の状況は、次表のとおりである。

なお、その他の物件の購入、製造・工事の請負等における令和３年度末の債務負

担行為現在高の主なものは、学校給食共同調理場調理等業務委託 億 万円、放

課後児童クラブ・放課後子ども教室運営業務委託 億 万円、公共施設照明設備

賃借料 億 万円である。

（単位 千円）

区 分
２年度末

現 在 高

３年度 ３年度末

現 在 高設 定 額 解 消 額

土 地 の 購 入

その他の物件の購入、
製造・工事の請負等

計

〇 経常収支比率

財政構造の弾力性を判断する指標。人件費、扶助費、公債費等の経常経

費に、地方税や地方交付税などの経常一般財源と臨時財政対策債等の合計

額をどの程度充当したかを比率で表したもので、この割合が高いほど投資

的経費に充当する財源の余裕がなく財政運営が厳しいとされている。

〇 公債費負担比率

公債費が一般財源の使途の自由度をどの程度制約しているかを判断する

指標。公債費に充てられた一般財源の割合を比率で表したもので、一般的

に ％を超えると「警戒ライン」、 ％を超えると「危険ライン」とされて

いる。

〇 財政力指数

地方公共団体の財政力を示す指数。基準財政収入額 標準的な地方税収

を基準財政需要額 行政事務の必要経費 で除した数値で、この数値が高い

ほど自主財源の割合が高く財政力があるとされている。
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一 般 会 計 歳 入

一般会計の歳入決算の状況について、前年度と比較すると次表のとおりである。

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

不 納 欠 損 額

収 入 未 済 額 △ △

一般会計歳入の収入済額は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万

千円 ％ 減少している。これは主に、地方消費税交付金、地方交付税は増加し

たが、市税、国庫支出金、繰入金の減少によるものである。

不納欠損額は 億 万 千円で､前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。

これは、主に市税のうち市民税における不納欠損額の増加によるものである。

収入未済額は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少して

いる。これは、主に市税のうち市民税及び固定資産税における収入未済額の減少によ

るものである。

次に、一般会計歳入決算額を自主・依存財源に区分し、前年度と比較すると、次表

のとおりである。

（単位 千円）

自主財源は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは主

に、繰越金、諸収入は増加したが、市税、繰入金の減少によるものである。

また、依存財源は 億 万 千円 ％ 減少している。これは、主に国庫支

出金、市債の減少によるものである。

区 分
３年度 ２年度 対前年度比較

決 算 額 構成比％ 決 算 額 構成比 ％ 増 減 額 増減率％

自主財源 △ △

依存財源 △ △

計 △ △

（第１款） 市 税

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、主

に市民税及び固定資産税の減少によるものである。

※ 各款の収入済額の予算現額、調定額に対する割合及び収入総額に対する比率に

ついては、別表５ Ｐ 参照

１ 税目別状況

（単位 千円）

市民税及び固定資産税の収入状況は、次のとおりである。

（１）市民税

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これ

は、主に新型コロナウイルス感染症の影響によるものである。

（２）固定資産税

収入済額は、前年度に比較し 億 万円 ％ 減少している。これは、主

税 目
収 入 済 額 対 前 年 度 比 較

３年度 ２年度 増 減 額 増減率 ％

市 民 税 △ △

個 人 市 民 税 △ △

法 人 市 民 税 △ △

固 定 資 産 税 △ △

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

鉱 産 税 △ △

入 湯 税

都 市 計 画 税 △ △ 
△ 計 △ △
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一 般 会 計 歳 入

一般会計の歳入決算の状況について、前年度と比較すると次表のとおりである。

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

不 納 欠 損 額

収 入 未 済 額 △ △

一般会計歳入の収入済額は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万

千円 ％ 減少している。これは主に、地方消費税交付金、地方交付税は増加し

たが、市税、国庫支出金、繰入金の減少によるものである。

不納欠損額は 億 万 千円で､前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。

これは、主に市税のうち市民税における不納欠損額の増加によるものである。

収入未済額は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少して

いる。これは、主に市税のうち市民税及び固定資産税における収入未済額の減少によ

るものである。

次に、一般会計歳入決算額を自主・依存財源に区分し、前年度と比較すると、次表

のとおりである。

（単位 千円）

自主財源は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは主

に、繰越金、諸収入は増加したが、市税、繰入金の減少によるものである。

また、依存財源は 億 万 千円 ％ 減少している。これは、主に国庫支

出金、市債の減少によるものである。

区 分
３年度 ２年度 対前年度比較

決 算 額 構成比％ 決 算 額 構成比％ 増 減 額 増減率％

自主財源 △ △

依存財源 △ △

計 △ △

（第１款） 市 税

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、主

に市民税及び固定資産税の減少によるものである。

※ 各款の収入済額の予算現額、調定額に対する割合及び収入総額に対する比率に

ついては、別表５ Ｐ 参照

１ 税目別状況

（単位 千円）

市民税及び固定資産税の収入状況は、次のとおりである。

（１）市民税

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これ

は、主に新型コロナウイルス感染症の影響によるものである。

（２）固定資産税

収入済額は、前年度に比較し 億 万円 ％ 減少している。これは、主

税 目
収 入 済 額 対 前 年 度 比 較

３年度 ２年度 増 減 額 増減率 ％

市 民 税 △ △

個 人 市 民 税 △ △

法 人 市 民 税 △ △

固 定 資 産 税 △ △

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

鉱 産 税 △ △

入 湯 税

都 市 計 画 税 △ △ 
△ 計 △ △
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に固定資産の評価替え等の影響によるものである。

２ 収入の推移

最近３箇年の市税収入の推移は、次表のとおりである。

（単位 千円）

３ 徴収状況

最近３箇年の徴収状況の推移は、次表のとおりである。

（単位 千円）

市税の収納率は、前年度に比較し ポイント上回っている。

不納欠損額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは、主に

固定資産税における不納欠損額の減少によるものである。

収入未済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは、主

に市民税及び固定資産税における収入未済額の減少によるものである。

年度 収 入 済 額 対 前 年 度 比 較 指数 元年度＝

３ △

２ △

元

区 分 年度 調 定 額 収 入 済 額
収納率

％
不納欠損額 収入未済額

現 年 度 分

３

２

元

滞納繰越分

３

２

元

３

計 ２

元

（第２款） 地方譲与税

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主に自

動車重量譲与税の増加によるものである。その収入状況を税目別に前年度と比較す

ると、次表のとおりである。

（単位 千円）

（第３款） 利子割交付金

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。

税 目
収 入 済 額 対 前 年 度 比 較

３年度 ２年度 増 減 額 増減率 ％

地方揮発油譲与税

自動車重量譲与税

特別とん譲与税 △ △

森林環境譲与税 △ △

計
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に固定資産の評価替え等の影響によるものである。

２ 収入の推移

最近３箇年の市税収入の推移は、次表のとおりである。

（単位 千円）

３ 徴収状況

最近３箇年の徴収状況の推移は、次表のとおりである。

（単位 千円）

市税の収納率は、前年度に比較し ポイント上回っている。

不納欠損額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは、主に

固定資産税における不納欠損額の減少によるものである。

収入未済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは、主

に市民税及び固定資産税における収入未済額の減少によるものである。

年度 収 入 済 額 対 前 年 度 比 較 指数 元年度＝

３ △

２ △

元

区 分 年度 調 定 額 収 入 済 額
収納率

％
不納欠損額 収入未済額

現 年 度 分

３

２

元

滞納繰越分

３

２

元

３

計 ２

元

（第２款） 地方譲与税

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主に自

動車重量譲与税の増加によるものである。その収入状況を税目別に前年度と比較す

ると、次表のとおりである。

（単位 千円）

（第３款） 利子割交付金

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。

税 目
収 入 済 額 対 前 年 度 比 較

３年度 ２年度 増 減 額 増減率 ％

地方揮発油譲与税

自動車重量譲与税

特別とん譲与税 △ △

森林環境譲与税 △ △

計



－ 13 －－ 12 －

（第４款） 配当割交付金

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。

（第５款） 株式等譲渡所得割交付金

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。

（第６款） 法人事業税交付金

単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。

（第７款） 地方消費税交付金

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。

（第８款） ゴルフ場利用税交付金

単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △ 

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。

（第９款） 環境性能割交付金

単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万円 ％ 増加している。



－ 13 －

（第４款） 配当割交付金

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。

（第５款） 株式等譲渡所得割交付金

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。

（第６款） 法人事業税交付金

単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。

（第７款） 地方消費税交付金

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。

（第８款） ゴルフ場利用税交付金

単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △ 

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。

（第９款） 環境性能割交付金

単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万円 ％ 増加している。



－ 15 －－ 14 －

（第１０款） 地方特例交付金

単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し、 億 万 千円 ％ 増加している。これは、

主に新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別交付金の皆増によるもの

である。

（第１１款） 地方交付税

単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、主

に普通交付税について、国の経済対策に基づく増額等が行われたことによるもので

ある。

（第１２款） 交通安全対策特別交付金

単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。

（第１３款） 分担金及び負担金

単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万円 ％ 増加している。これは、主に私立保

育園費負担金の増加によるものである。

（第１４款） 使用料及び手数料

単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主に文

化振興使用料、大みかけやき荘使用料の増加によるものである。

使用料・手数料別に前年度と比較すると、次表のとおりである。

（単位 千円）

区 分
収 入 済 額 対 前 年 度 比 較

３年度 ２年度 増 減 額 増減率 ％

使 用 料

手 数 料 △ △

計



－ 15 －

（第１０款） 地方特例交付金

単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し、 億 万 千円 ％ 増加している。これは、

主に新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別交付金の皆増によるもの

である。

（第１１款） 地方交付税

単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、主

に普通交付税について、国の経済対策に基づく増額等が行われたことによるもので

ある。

（第１２款） 交通安全対策特別交付金

単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。

（第１３款） 分担金及び負担金

単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万円 ％ 増加している。これは、主に私立保

育園費負担金の増加によるものである。

（第１４款） 使用料及び手数料

単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主に文

化振興使用料、大みかけやき荘使用料の増加によるものである。

使用料・手数料別に前年度と比較すると、次表のとおりである。

（単位 千円）

区 分
収 入 済 額 対 前 年 度 比 較

３年度 ２年度 増 減 額 増減率 ％

使 用 料

手 数 料 △ △

計



－ 17 －－ 16 －

１ 市営住宅使用料の徴収状況

最近３箇年の徴収状況の推移は、次表のとおりである。

（単位 千円）

使用料の収納率は、前年度に比較し ポイント上回っている。

また、不納欠損額は、前年度に比較し 万円 ％ 増加し、収入未済額は前年度

に比較し 万 千円 ％ 減少している。

（第１５款） 国庫支出金

単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これを国

庫負担金・国庫補助金・委託金別に前年度と比較すると、次頁の表のとおりである。

区 分 年度 調 定 額 収 入 済 額
収納率

％
不納欠損額 収入未済額

現 年 度 分

３

２

元

過 年 度 分

３

２

元

計

３

２

元

（単位 千円）

１ 国庫負担金

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは主

に、児童手当費負担金、私立幼稚園振興費負担金は減少したが、予防費負担金の皆

増及び中学校建設費負担金の増加によるものである。

２ 国庫補助金

収入済額は、前年度に比較し 億 万円 ％ 減少している。これは主

に、児童福祉総務費補助金、社会福祉総務費補助金は増加したが、一般管理費補助

金、小学校建設費補助金の減少によるものである。

３ 委託金

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは主に、

戸籍住民基本台帳費委託金は減少したが、国民年金費委託金の増加によるもので

ある。

（第１６款） 県支出金

単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これを県負担

金・県補助金・委託金別に前年度と比較すると、次頁の表のとおりである。

区 分
収 入 済 額 対 前 年 度 比 較

３年度 ２年度 増 減 額 増減率 ％

国 庫 負 担 金

国 庫 補 助 金 △ △

委 託 金

計 △ △



－ 17 －

１ 市営住宅使用料の徴収状況

最近３箇年の徴収状況の推移は、次表のとおりである。

（単位 千円）

使用料の収納率は、前年度に比較し ポイント上回っている。

また、不納欠損額は、前年度に比較し 万円 ％ 増加し、収入未済額は前年度

に比較し 万 千円 ％ 減少している。

（第１５款） 国庫支出金

単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これを国

庫負担金・国庫補助金・委託金別に前年度と比較すると、次頁の表のとおりである。

区 分 年度 調 定 額 収 入 済 額
収納率

％
不納欠損額 収入未済額

現 年 度 分

３

２

元

過 年 度 分

３

２

元

計

３

２

元

（単位 千円）

１ 国庫負担金

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは主

に、児童手当費負担金、私立幼稚園振興費負担金は減少したが、予防費負担金の皆

増及び中学校建設費負担金の増加によるものである。

２ 国庫補助金

収入済額は、前年度に比較し 億 万円 ％ 減少している。これは主

に、児童福祉総務費補助金、社会福祉総務費補助金は増加したが、一般管理費補助

金、小学校建設費補助金の減少によるものである。

３ 委託金

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは主に、

戸籍住民基本台帳費委託金は減少したが、国民年金費委託金の増加によるもので

ある。

（第１６款） 県支出金

単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これを県負担

金・県補助金・委託金別に前年度と比較すると、次頁の表のとおりである。

区 分
収 入 済 額 対 前 年 度 比 較

３年度 ２年度 増 減 額 増減率 ％

国 庫 負 担 金

国 庫 補 助 金 △ △

委 託 金

計 △ △
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（単位 千円）

１ 県負担金

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは主に、

児童手当費負担金、私立幼稚園振興費負担金は減少したが、社会福祉総務費負担金、

障害者福祉費負担金の増加によるものである。

２ 県補助金

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは主に、

老人福祉推進費補助金、児童福祉総務費補助金は増加したが、防災対策費補助金の

減少及び商工振興費補助金の皆減によるものである。

３ 委託金

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは

主に、統計調査費委託金は減少したが、選挙費委託金の増加によるものである。

（第１７款） 財産収入

単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万円 ％ 減少している。これは、主に

財産売払収入の減少によるものである。これを財産運用収入・財産売払収入別に前年

度と比較すると、次頁の表のとおりである。

区 分
収 入 済 額 対 前 年 度 比 較

３年度 ２年度 増 減 額 増減率 ％

県 負 担 金

県 補 助 金 △ △

委 託 金

計

（単位 千円）

（第１８款） 寄附金

単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万円 ％ 減少している。これは、主に

「ふるさと寄附金」 財産管理費寄附金 の減少によるものである。

（第１９款） 繰入金

単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万円 ％ 減少している。これは、主に

公共施設等総合管理基金繰入金の減少及び日立シビックセンター科学館整備基金繰

入金の皆減によるものである。

区 分
収 入 済 額 対 前 年 度 比 較

３年度 ２年度 増 減 額 増減率 ％

財 産 運 用 収 入 △ △

財 産 売 払 収 入 △ △

計 △ △
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（単位 千円）

１ 県負担金

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは主に、

児童手当費負担金、私立幼稚園振興費負担金は減少したが、社会福祉総務費負担金、

障害者福祉費負担金の増加によるものである。

２ 県補助金

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは主に、

老人福祉推進費補助金、児童福祉総務費補助金は増加したが、防災対策費補助金の

減少及び商工振興費補助金の皆減によるものである。

３ 委託金

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは

主に、統計調査費委託金は減少したが、選挙費委託金の増加によるものである。

（第１７款） 財産収入

単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万円 ％ 減少している。これは、主に

財産売払収入の減少によるものである。これを財産運用収入・財産売払収入別に前年

度と比較すると、次頁の表のとおりである。

区 分
収 入 済 額 対 前 年 度 比 較

３年度 ２年度 増 減 額 増減率 ％

県 負 担 金

県 補 助 金 △ △

委 託 金

計

（単位 千円）

（第１８款） 寄附金

単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万円 ％ 減少している。これは、主に

「ふるさと寄附金」 財産管理費寄附金 の減少によるものである。

（第１９款） 繰入金

単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万円 ％ 減少している。これは、主に

公共施設等総合管理基金繰入金の減少及び日立シビックセンター科学館整備基金繰

入金の皆減によるものである。

区 分
収 入 済 額 対 前 年 度 比 較

３年度 ２年度 増 減 額 増減率 ％

財 産 運 用 収 入 △ △

財 産 売 払 収 入 △ △

計 △ △
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（第２０款） 繰越金

単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度繰越金で前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加して

いる。

（第２１款） 諸収入

単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、主

に雑入の増加によるものである。

（第２２款） 市 債

単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは主に、

臨時財政対策債は増加したが、住宅建設債の皆減及び小学校建設債の減少によるも

のである。

一 般 会 計 歳 出

一般会計の歳出決算の状況について、前年度と比較すると次表のとおりである。

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額 △ △

不 用 額

一般会計の支出済額は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円

％ 減少している。これは主に、民生費、衛生費は増加したが、総務費、教育費

の減少によるものである。

なお、予算現額 億 万 千円に対する執行率は、 ％となっている。

翌年度繰越額の内訳は、継続費逓次繰越額が 億 万 千円、繰越明許費繰越額が

億 万 千円である。

不用額は、主に総務費、民生費で生じており、その総額は 億 万 千円で

ある。

性質別支出済額は、前年度と比較すると次頁の表のとおりである。
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（第２０款） 繰越金

単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度繰越金で前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加して

いる。

（第２１款） 諸収入

単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、主

に雑入の増加によるものである。

（第２２款） 市 債

単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは主に、

臨時財政対策債は増加したが、住宅建設債の皆減及び小学校建設債の減少によるも

のである。

一 般 会 計 歳 出

一般会計の歳出決算の状況について、前年度と比較すると次表のとおりである。

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額 △ △

不 用 額

一般会計の支出済額は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円

％ 減少している。これは主に、民生費、衛生費は増加したが、総務費、教育費

の減少によるものである。

なお、予算現額 億 万 千円に対する執行率は、 ％となっている。

翌年度繰越額の内訳は、継続費逓次繰越額が 億 万 千円、繰越明許費繰越額が

億 万 千円である。

不用額は、主に総務費、民生費で生じており、その総額は 億 万 千円で

ある。

性質別支出済額は、前年度と比較すると次頁の表のとおりである。
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単位 千円

区 分

３年度 ２年度 対 前 年 度 比 較

支出済額
構成比

％
支出済額

構成比

％
増 減 額

増減率

％

義 務 的 経 費

人 件 費 △ △

扶 助 費

公 債 費

投 資 的 経 費 △ △

普通建設事業費 △ △

補助事業

単独事業 △ △

県営事業負担金 △ △

災害復旧事業費 △ △

補助事業 △ △

単独事業 △ △

その他の経費 △ △

物 件 費

維持補修費

補 助 費 等 △ △

積 立 金

投資及び出資金 △ △

貸 付 金

繰 出 金

合 計 △ △

各款の歳出決算の状況については次のとおりである。

予算現額には、予備費から各科目へ充用された 億 万 千円、前年度継続費逓次

繰越額として 億 万 千円、前年度繰越明許費繰越額として 億 万 千円

が含まれている。

（第１款） 議会費

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは、主に備

品購入費の減少によるものである。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ

ている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、これは、報酬、負担金、補助及び交

付金などである。

※ 各款の支出済額の総額に対する比率は、別表８ Ｐ 参照

（第２款） 総務費

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 （ ％ ） △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額 △ △

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、

主に一般管理費の負担金、補助及び交付金の減少によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、シビックセンター管理委託料、財政調整

基金・市債償還基金への積立金である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ

ている。

翌年度繰越額として、継続費逓次繰越及び繰越明許費 億 万 千円が繰り越さ

れている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、賦課徴収費の役務費、財
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単位 千円

区 分

３年度 ２年度 対 前 年 度 比 較

支出済額
構成比

％
支出済額

構成比

％
増 減 額

増減率

％

義 務 的 経 費

人 件 費 △ △

扶 助 費

公 債 費

投 資 的 経 費 △ △

普通建設事業費 △ △

補助事業

単独事業 △ △

県営事業負担金 △ △

災害復旧事業費 △ △

補助事業 △ △

単独事業 △ △

その他の経費 △ △

物 件 費

維持補修費

補 助 費 等 △ △

積 立 金

投資及び出資金 △ △

貸 付 金

繰 出 金

合 計 △ △

各款の歳出決算の状況については次のとおりである。

予算現額には、予備費から各科目へ充用された 億 万 千円、前年度継続費逓次

繰越額として 億 万 千円、前年度繰越明許費繰越額として 億 万 千円

が含まれている。

（第１款） 議会費

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは、主に備

品購入費の減少によるものである。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ

ている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、これは、報酬、負担金、補助及び交

付金などである。

※ 各款の支出済額の総額に対する比率は、別表８ Ｐ 参照

（第２款） 総務費

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 （ ％ ） △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額 △ △

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、

主に一般管理費の負担金、補助及び交付金の減少によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、シビックセンター管理委託料、財政調整

基金・市債償還基金への積立金である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ

ている。

翌年度繰越額として、継続費逓次繰越及び繰越明許費 億 万 千円が繰り越さ

れている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、賦課徴収費の役務費、財
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産管理費の積立金などである。

（第３款） 民生費

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、

主に社会福祉総務費・児童福祉総務費の負担金、補助及び交付金の増加によるもので

ある。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付

事業費・子育て世帯臨時特別給付金給付事業費の負担金、補助及び交付金、児童手当

支給費の扶助費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ

ている。

翌年度繰越額として、繰越明許費 億 万 千円が繰り越されている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、社会福祉総務費・児童

福祉総務費の負担金、補助及び交付金などである。

（第４款） 衛生費

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額 △ △

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、

主に予防費の委託料、ごみ処理費の工事請負費の増加によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、新型コロナウイルスワクチン接種委託料、

清掃センター焼却炉溶融炉設備関係補修工事費・基幹的設備改良工事費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

翌年度繰越額として、繰越明許費 億 万 千円が繰り越されている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、予防費・保健対策費の委

託料などである。

（第５款） 労働費

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 万円 ％ 減少している。これは、主に負担金、

補助及び交付金の減少によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、緊急雇用維持支援金、働きやすい環境づ

くり支援事業補助、休業支援金である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ

ている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、これは、負担金、補助及び交付金な

どである。

（第６款） 農林水産業費

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額 △ △

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは主に、

農地費の委託料、農業振興費の工事請負費は皆減したが、農業振興費・水産業振興費
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産管理費の積立金などである。

（第３款） 民生費

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、

主に社会福祉総務費・児童福祉総務費の負担金、補助及び交付金の増加によるもので

ある。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付

事業費・子育て世帯臨時特別給付金給付事業費の負担金、補助及び交付金、児童手当

支給費の扶助費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ

ている。

翌年度繰越額として、繰越明許費 億 万 千円が繰り越されている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、社会福祉総務費・児童

福祉総務費の負担金、補助及び交付金などである。

（第４款） 衛生費

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額 △ △

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、

主に予防費の委託料、ごみ処理費の工事請負費の増加によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、新型コロナウイルスワクチン接種委託料、

清掃センター焼却炉溶融炉設備関係補修工事費・基幹的設備改良工事費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

翌年度繰越額として、繰越明許費 億 万 千円が繰り越されている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、予防費・保健対策費の委

託料などである。

（第５款） 労働費

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 万円 ％ 減少している。これは、主に負担金、

補助及び交付金の減少によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、緊急雇用維持支援金、働きやすい環境づ

くり支援事業補助、休業支援金である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ

ている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、これは、負担金、補助及び交付金な

どである。

（第６款） 農林水産業費

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額 △ △

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは主に、

農地費の委託料、農業振興費の工事請負費は皆減したが、農業振興費・水産業振興費
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の負担金、補助及び交付金の増加によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、米生産調整対策事業補助、森林環境譲与

税基金への積立金である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

翌年度繰越額として、繰越明許費 万円が繰り越されている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、これは、農業振興費・水産業振興費

の負担金、補助及び交付金などである。

（第７款） 商工費

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額 △ △

不 用 額 △ △

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは主に、

商工振興費の負担金、補助及び交付金・積立金は減少したが、商工振興費・久慈観光

交流施設費の工事請負費の増加によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、市特産品ＰＲ業務委託料、産業団地整備

工事費、久慈サンピア日立改修工事費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

翌年度繰越額として、継続費逓次繰越及び繰越明許費 億 万 千円が繰り越さ

れている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、商工振興費の負担金、補

助及び交付金、観光費の委託料などである。

（第８款） 土木費

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額 △ △

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、

主に住宅建設費の工事請負費の皆減によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、市営住宅管理委託料、下水道事業会計へ

の繰出金である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

翌年度繰越額として、繰越明許費 億 万 千円が繰り越されている。

なお、不用額 億 万円を生じているが、これは、都市計画総務費の負担金、

補助及び交付金、河川排水路整備費の工事請負費などである。

（第９款） 消防費

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、主

に消防施設費の工事請負費の減少によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、防火水槽整備及び撤去工事、第１２分団

詰所建設工事、高規格救急自動車購入費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ

ている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、これは、常備消防費の職員手当等、
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の負担金、補助及び交付金の増加によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、米生産調整対策事業補助、森林環境譲与

税基金への積立金である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

翌年度繰越額として、繰越明許費 万円が繰り越されている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、これは、農業振興費・水産業振興費

の負担金、補助及び交付金などである。

（第７款） 商工費

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額 △ △

不 用 額 △ △

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは主に、

商工振興費の負担金、補助及び交付金・積立金は減少したが、商工振興費・久慈観光

交流施設費の工事請負費の増加によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、市特産品ＰＲ業務委託料、産業団地整備

工事費、久慈サンピア日立改修工事費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

翌年度繰越額として、継続費逓次繰越及び繰越明許費 億 万 千円が繰り越さ

れている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、商工振興費の負担金、補

助及び交付金、観光費の委託料などである。

（第８款） 土木費

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額 △ △

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、

主に住宅建設費の工事請負費の皆減によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、市営住宅管理委託料、下水道事業会計へ

の繰出金である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

翌年度繰越額として、繰越明許費 億 万 千円が繰り越されている。

なお、不用額 億 万円を生じているが、これは、都市計画総務費の負担金、

補助及び交付金、河川排水路整備費の工事請負費などである。

（第９款） 消防費

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、主

に消防施設費の工事請負費の減少によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、防火水槽整備及び撤去工事、第１２分団

詰所建設工事、高規格救急自動車購入費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ

ている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、これは、常備消防費の職員手当等、
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消防施設費の繰出金などである。

（第１０款） 教育費

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額 △ △

不 用 額 △ △

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、

主に小学校建設費の工事請負費の減少によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、中里中学校校舎改築工事費・十王中学校

屋内運動場改築工事費、私立幼稚園施設型給付費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

翌年度繰越額として、継続費逓次繰越及び繰越明許費 億 万 千円が繰り越さ

れている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、体育施設費の工事請負費な

どである。

（第１１款） 災害復旧費

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額 △

不 用 額 △ △

支出済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。 これは、主に

農地災害復旧費の工事請負費の皆減、商工関連災害対策費の負担金、補助及び交付金

の減少によるものである。

支出済額の主なものは、民間賃貸住宅借上料、 国 鳥坂橋災害復旧工事費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、これは、民生関連災害対策費の貸付金

などである。

（第１２款） 公債費

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、主

に市債の元金償還金の増加によるものである。

支出済額の内訳は、元金償還金 億 万 千円、支払利子 億 万 千円 繰替

運用に伴う利子相当額 万 千円を含む。 である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ

ている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、元金の償還金、利子及び割

引料などである。

（第１３款） 予備費

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 額 △ △

充 用 額 △ △

充 用 率 ％ △

不 用 額 △ △
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消防施設費の繰出金などである。

（第１０款） 教育費

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額 △ △

不 用 額 △ △

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、

主に小学校建設費の工事請負費の減少によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、中里中学校校舎改築工事費・十王中学校

屋内運動場改築工事費、私立幼稚園施設型給付費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

翌年度繰越額として、継続費逓次繰越及び繰越明許費 億 万 千円が繰り越さ

れている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、体育施設費の工事請負費な

どである。

（第１１款） 災害復旧費

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額 △

不 用 額 △ △

支出済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。 これは、主に

農地災害復旧費の工事請負費の皆減、商工関連災害対策費の負担金、補助及び交付金

の減少によるものである。

支出済額の主なものは、民間賃貸住宅借上料、 国 鳥坂橋災害復旧工事費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、これは、民生関連災害対策費の貸付金

などである。

（第１２款） 公債費

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、主

に市債の元金償還金の増加によるものである。

支出済額の内訳は、元金償還金 億 万 千円、支払利子 億 万 千円 繰替

運用に伴う利子相当額 万 千円を含む。 である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ

ている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、元金の償還金、利子及び割

引料などである。

（第１３款） 予備費

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 額 △ △

充 用 額 △ △

充 用 率 ％ △

不 用 額 △ △
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充用額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。

各科目への充用状況は、総務費 万 千円、民生費 万 千円、衛生費

万 千円、農林水産業費 万 千円、商工費 万 千円、土木費 万 千円、

消防費 万 千円、教育費 万 千円となっている。

 

特 別 会 計

国民健康保険事業など５会計の特別会計の収入済額は 億 万 千円で、前

年度に比較し 億 万 千円増加している。また、支出済額は 億 万 千

円で、前年度に比較し 億 万 千円増加している。

特別会計の歳入歳出決算の状況について、前年度と比較すると次表のとおりであ

る。

（単位 千円）

区 分
収 入 済 額 支 出 済 額

３年度 ２年度 増減額 ３年度 ２年度 増減額

国民健康保険事業 △ △

介護保険事業

介護サービス事業

戸別合併処理浄化槽
事業

後期高齢者医療事業 △ △

合 計

一般会計からの繰入総額は 億 万 千円であり、一般会計繰入金を前年度と

比較すると、次表のとおりである。

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度 増減額

国民健康保険事業 △

介護保険事業 

介護サービス事業 

戸別合併処理浄化槽事業 

後期高齢者医療事業 

合 計 
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充用額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。

各科目への充用状況は、総務費 万 千円、民生費 万 千円、衛生費

万 千円、農林水産業費 万 千円、商工費 万 千円、土木費 万 千円、

消防費 万 千円、教育費 万 千円となっている。

 

特 別 会 計

国民健康保険事業など５会計の特別会計の収入済額は 億 万 千円で、前

年度に比較し 億 万 千円増加している。また、支出済額は 億 万 千

円で、前年度に比較し 億 万 千円増加している。

特別会計の歳入歳出決算の状況について、前年度と比較すると次表のとおりであ

る。

（単位 千円）

区 分
収 入 済 額 支 出 済 額

３年度 ２年度 増減額 ３年度 ２年度 増減額

国民健康保険事業 △ △

介護保険事業

介護サービス事業

戸別合併処理浄化槽
事業

後期高齢者医療事業 △ △

合 計

一般会計からの繰入総額は 億 万 千円であり、一般会計繰入金を前年度と

比較すると、次表のとおりである。

（単位 千円）

区 分 ３年度 ２年度 増減額

国民健康保険事業 △

介護保険事業 

介護サービス事業 

戸別合併処理浄化槽事業 

後期高齢者医療事業 

合 計 
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国民健康保険事業特別会計

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

歳

入

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

執 行 率 ％

歳

出

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％ △

歳 入 歳 出 差 引 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは主に、

繰越金は増加したが、国民健康保険料、保険給付費等交付金の減少によるものであ

る。

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは主に、

国民健康保険事業財政調整基金への積立金は増加したが、一般被保険者高額療養費、

一般被保険者医療給付費納付金の減少によるものである。

収入済額の主なものは、国民健康保険料、保険給付費等交付金であり、支出済額

の主なものは、療養諸費、高額療養費、医療給付費納付金である。

国民健康保険料は、歳入総額の ％ 前年度 ％ を占めており、この調

定・収入状況を前年度と比較すると、次頁の表のとおりである。

 

（単位 千円）

区分 年度 被保険者別 調定額 収入済額 収納率 ％ 不納欠損額 収入未済額

現

年

３

一 般

退 職

計

度

分
２

一 般

退 職

計

滞

納

３

一 般

退 職

計

繰

越

分 ２

一 般

退 職

計

区分 年度 被保険者別 調定額 収入済額 収納率 ％ 不納欠損額 収入未済額

合

３

一 般

退 職

計

計

２

一 般

退 職

計

保険料の収納率は、前年度に比較し ポイント上回っている。また、不能欠損

額は、前年度に比較し 万 千円（ ％）増加している。

保険給付事業における医療費 療養の給付等 の状況を前年度と比較すると、次表

のとおりである。

年度
被保険

者 別
世帯数

被保険

者 数
受診件数 受診率

医 療 費

費用額 １件当たり

の額（円）

１人当たり

の額（円）（人） （件） （％） （千円）

一 般

３ 退 職

計

一 般

２ 退 職

計

（注） 一般・退職混合世帯は、世帯数の一般に含まれている。
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国民健康保険事業特別会計

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

歳

入

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

執 行 率 ％

歳

出

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％ △

歳 入 歳 出 差 引 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは主に、

繰越金は増加したが、国民健康保険料、保険給付費等交付金の減少によるものであ

る。

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは主に、

国民健康保険事業財政調整基金への積立金は増加したが、一般被保険者高額療養費、

一般被保険者医療給付費納付金の減少によるものである。

収入済額の主なものは、国民健康保険料、保険給付費等交付金であり、支出済額

の主なものは、療養諸費、高額療養費、医療給付費納付金である。

国民健康保険料は、歳入総額の ％ 前年度 ％ を占めており、この調

定・収入状況を前年度と比較すると、次頁の表のとおりである。

 

（単位 千円）

区分 年度 被保険者別 調定額 収入済額 収納率 ％ 不納欠損額 収入未済額

現

年

３

一 般

退 職

計

度

分
２

一 般

退 職

計

滞

納

３

一 般

退 職

計

繰

越

分 ２

一 般

退 職

計

区分 年度 被保険者別 調定額 収入済額 収納率 ％ 不納欠損額 収入未済額

合

３

一 般

退 職

計

計

２

一 般

退 職

計

保険料の収納率は、前年度に比較し ポイント上回っている。また、不能欠損

額は、前年度に比較し 万 千円（ ％）増加している。

保険給付事業における医療費 療養の給付等 の状況を前年度と比較すると、次表

のとおりである。

年度
被保険

者 別
世帯数

被保険

者 数
受診件数 受診率

医 療 費

費用額 １件当たり

の額（円）

１人当たり

の額（円）（人） （件） （％） （千円）

一 般

３ 退 職

計

一 般

２ 退 職

計

（注） 一般・退職混合世帯は、世帯数の一般に含まれている。
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介護保険事業特別会計
単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

歳

入

調 定 額

収 入 済 額

執 行 率 ％

歳

出

支 出 済 額

執 行 率 ％

歳 入 歳 出 差 引 額
 
収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは主に、

調整交付金は減少したが、介護保険料、繰越金の増加によるものである。

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、主に

居宅介護サービス給付費、償還金の増加によるものである。

収入済額の主なものは、介護保険料、介護給付費負担金、介護給付費交付金であ

り、支出済額の主なものは、居宅介護サービス給付費、地域密着型介護サービス給

付費、施設介護サービス給付費である。 

介護保険料は、歳入総額の ％ 前年度 ％ を占めており、この調定・収

入状況を前年度と比較すると、次表のとおりである。

単位 千円

区 分 年度 調定額 収入済額
収納率

％
不 納
欠損額

収 入
未済額

現 年 度 分
３

２

滞 納 繰 越 分
３

２

合 計
３

２

なお、保険給付状況は、次表のとおりである。

年度
ｻ ﾋ゙ ｽ受給者
延数 人

給 付 額
千円

１人当たりの
月 額 給 付 額

円

年 度 末 状 況

被 保 険
者数 人

認 定 者
数 人

ｻ ﾋ゙ ｽ受給
者数 人

受給率
％

３

２

 

介護サービス事業特別会計

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

歳

入

調 定 額

収 入 済 額

執 行 率 ％ △

歳

出

支 出 済 額

執 行 率 ％ △

歳 入 歳 出 差 引 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、

主に一般会計繰入金、施設整備債の増加によるものである。

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、

人件費を除くと、主に施設整備費 萬春園建設事業 の工事請負費の皆増によるもの

である。

収入済額の主なものは、施設整備債、施設介護サービス費収入であり、支出済額

の主なものは、特別養護老人ホーム管理委託料、萬春園建設事業工事費である。

なお、介護サービス事業別利用状況は、次表のとおりである。

年度 事 業 名 延利用者数 人 費用額 千円
１人当たりの

費用額 円

３

通所介護事業

短期入所生活介護事業

介護予防支援事業

施設介護サービス事業

計

２

通所介護事業

短期入所生活介護事業

介護予防支援事業

施設介護サービス事業

計
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介護保険事業特別会計
単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

歳

入

調 定 額

収 入 済 額

執 行 率 ％

歳

出

支 出 済 額

執 行 率 ％

歳 入 歳 出 差 引 額
 
収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは主に、

調整交付金は減少したが、介護保険料、繰越金の増加によるものである。

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、主に

居宅介護サービス給付費、償還金の増加によるものである。

収入済額の主なものは、介護保険料、介護給付費負担金、介護給付費交付金であ

り、支出済額の主なものは、居宅介護サービス給付費、地域密着型介護サービス給

付費、施設介護サービス給付費である。 

介護保険料は、歳入総額の ％ 前年度 ％ を占めており、この調定・収

入状況を前年度と比較すると、次表のとおりである。

単位 千円

区 分 年度 調定額 収入済額
収納率

％
不 納
欠損額

収 入
未済額

現 年 度 分
３

２

滞 納 繰 越 分
３

２

合 計
３

２

なお、保険給付状況は、次表のとおりである。

年度
ｻ ﾋ゙ ｽ受給者
延数 人

給 付 額
千円

１人当たりの
月 額 給 付 額

円

年 度 末 状 況

被 保 険
者数 人

認 定 者
数 人

ｻ ﾋ゙ ｽ受給
者数 人

受給率
％

３

２

 

介護サービス事業特別会計

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

歳

入

調 定 額

収 入 済 額

執 行 率 ％ △

歳

出

支 出 済 額

執 行 率 ％ △

歳 入 歳 出 差 引 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、

主に一般会計繰入金、施設整備債の増加によるものである。

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、

人件費を除くと、主に施設整備費 萬春園建設事業 の工事請負費の皆増によるもの

である。

収入済額の主なものは、施設整備債、施設介護サービス費収入であり、支出済額

の主なものは、特別養護老人ホーム管理委託料、萬春園建設事業工事費である。

なお、介護サービス事業別利用状況は、次表のとおりである。

年度 事 業 名 延利用者数 人 費用額 千円
１人当たりの

費用額 円

３

通所介護事業

短期入所生活介護事業

介護予防支援事業

施設介護サービス事業

計

２

通所介護事業

短期入所生活介護事業

介護予防支援事業

施設介護サービス事業

計
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戸別合併処理浄化槽事業特別会計

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

歳

入

調 定 額

収 入 済 額

執 行 率 ％ △

歳

出

支 出 済 額

執 行 率 ％ △

歳 入 歳 出 差 引 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは主に、雑入

浄化槽使用料金 は減少したが、一般会計繰入金の増加によるものである。

支出済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主に浄化

槽管理費の委託料、公債費 元金 の償還金、利子及び割引料の増加によるものであ

る。

収入済額の主なものは、一般会計繰入金、雑入 浄化槽使用料金 であり、支出済

額の主なものは、浄化槽清掃・浄化槽維持管理委託料、公債費元金償還金である。

後期高齢者医療事業特別会計

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

歳

入

調 定 額

収 入 済 額 △ △

執 行 率 ％ △

歳

出

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％ △

歳 入 歳 出 差 引 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは主に、一

般会計繰入金、雑入は増加したが、後期高齢者医療保険料の減少、広域連合交付金

 

の高齢者医療制度特別対策補助金の皆減によるものである。

支出済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは主に、疾

病予防費は増加したが、後期高齢者医療広域連合納付金の減少によるものである。

収入済額の主なものは、後期高齢者医療保険料であり、支出済額の主なものは、

後期高齢者医療広域連合納付金である。

後期高齢者医療保険料は、歳入総額の ％ 前年度 ％ を占めており、こ

の調定・収入状況を前年度と比較すると、次表のとおりである。

単位 千円

区 分 年度 調定額 収入済額
収納率

％

不 納

欠損額

収 入

未済額

現 年 度 分
３

２

滞 納 繰 越 分
３

２

合 計
３

２
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戸別合併処理浄化槽事業特別会計

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

歳

入

調 定 額

収 入 済 額

執 行 率 ％ △

歳

出

支 出 済 額

執 行 率 ％ △

歳 入 歳 出 差 引 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは主に、雑入

浄化槽使用料金 は減少したが、一般会計繰入金の増加によるものである。

支出済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主に浄化

槽管理費の委託料、公債費 元金 の償還金、利子及び割引料の増加によるものであ

る。

収入済額の主なものは、一般会計繰入金、雑入 浄化槽使用料金 であり、支出済

額の主なものは、浄化槽清掃・浄化槽維持管理委託料、公債費元金償還金である。

後期高齢者医療事業特別会計

単位 千円

区 分 ３年度 ２年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

歳

入

調 定 額

収 入 済 額 △ △

執 行 率 ％ △

歳

出

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％ △

歳 入 歳 出 差 引 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは主に、一

般会計繰入金、雑入は増加したが、後期高齢者医療保険料の減少、広域連合交付金

 

の高齢者医療制度特別対策補助金の皆減によるものである。

支出済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは主に、疾

病予防費は増加したが、後期高齢者医療広域連合納付金の減少によるものである。

収入済額の主なものは、後期高齢者医療保険料であり、支出済額の主なものは、

後期高齢者医療広域連合納付金である。

後期高齢者医療保険料は、歳入総額の ％ 前年度 ％ を占めており、こ

の調定・収入状況を前年度と比較すると、次表のとおりである。

単位 千円

区 分 年度 調定額 収入済額
収納率

％

不 納

欠損額

収 入

未済額

現 年 度 分
３

２

滞 納 繰 越 分
３

２

合 計
３

２
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財産に関する調書

決算年度における財産の主な増減及び年度末現在高の状況は、次のとおりである。

１ 公有財産

（１）土 地

決算年度末現在高は ㎡であり、前年度に比較し ㎡増加

している。これは、主にモータープール用地の取得によるものである。

（２）建 物

決算年度末現在高は ㎡であり、前年度に比較し ㎡減少し

ている。これは、主に日高小学校校舎、市営南高野団地の解体によるものである。

（３）物 権

地上権の決算年度末現在高は ㎡で、前年度に比較し ㎡増

加している。

また、温泉権の決算年度末現在高は １件で、前年度末現在高と同じである。

（４）無体財産権

決算年度末現在高は商標権 ７件、意匠権 １件、育成者権 １件で、前年度に比

較し 商標権が ３件増加している。これは、日立シビックセンター科学館「サク

リエ」のロゴマークなどの登録によるものである。

（５）有価証券

決算年度末現在高は 億 万 千円で、前年度末現在高と同じである。

（６）出資による権利

決算年度末現在高は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円増加して

いる。これは、茨城県信用保証協会寄託金の増加によるものである。

２ 物 品

重要物品 取得価格・評価価額 万円以上の物品 の決算年度末現在高は

件で、前年度に比較し ７件増加している。これは、購入等により 件増加したが、

老朽化に伴う廃棄等により 件減少したことによるものである。

３ 債 権

分譲団地定期借地権付宅地貸付一時金の決算年度末現在高は 万 千円である。

前年度に比較し 万 千円減少している。これは、債務者の納付計画に基づく弁済

によるものである。

４ 基 金

基金の決算年度末現在高は 億 万 千円で、その内訳は、財政調整基金な

ど 種の資金積立基金 億 万 千円及び奨学金貸付基金など ２種の定額資

金運用基金 億 万 千円である。

資金積立基金は、前年度に比較し 億 万 千円増加している。これは主に、

公共施設等総合管理基金、地域振興基金が減少したものの、国民健康保険事業財政

調整基金、財政調整基金が増加したことによるものである。

また、定額資金運用基金は、前年度に比較し 万 千円減少している。これは奨

学金貸付基金の減少によるものである。
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財産に関する調書

決算年度における財産の主な増減及び年度末現在高の状況は、次のとおりである。

１ 公有財産

（１）土 地

決算年度末現在高は ㎡であり、前年度に比較し ㎡増加

している。これは、主にモータープール用地の取得によるものである。

（２）建 物

決算年度末現在高は ㎡であり、前年度に比較し ㎡減少し

ている。これは、主に日高小学校校舎、市営南高野団地の解体によるものである。

（３）物 権

地上権の決算年度末現在高は ㎡で、前年度に比較し ㎡増

加している。

また、温泉権の決算年度末現在高は １件で、前年度末現在高と同じである。

（４）無体財産権

決算年度末現在高は商標権 ７件、意匠権 １件、育成者権 １件で、前年度に比

較し 商標権が ３件増加している。これは、日立シビックセンター科学館「サク

リエ」のロゴマークなどの登録によるものである。

（５）有価証券

決算年度末現在高は 億 万 千円で、前年度末現在高と同じである。

（６）出資による権利

決算年度末現在高は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円増加して

いる。これは、茨城県信用保証協会寄託金の増加によるものである。

２ 物 品

重要物品 取得価格・評価価額 万円以上の物品 の決算年度末現在高は

件で、前年度に比較し ７件増加している。これは、購入等により 件増加したが、

老朽化に伴う廃棄等により 件減少したことによるものである。

３ 債 権

分譲団地定期借地権付宅地貸付一時金の決算年度末現在高は 万 千円である。

前年度に比較し 万 千円減少している。これは、債務者の納付計画に基づく弁済

によるものである。

４ 基 金

基金の決算年度末現在高は 億 万 千円で、その内訳は、財政調整基金な

ど 種の資金積立基金 億 万 千円及び奨学金貸付基金など ２種の定額資

金運用基金 億 万 千円である。

資金積立基金は、前年度に比較し 億 万 千円増加している。これは主に、

公共施設等総合管理基金、地域振興基金が減少したものの、国民健康保険事業財政

調整基金、財政調整基金が増加したことによるものである。

また、定額資金運用基金は、前年度に比較し 万 千円減少している。これは奨

学金貸付基金の減少によるものである。
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基 金 の 運 用 状 況

日立市高額療養費貸付基金

この基金の額は 万円であり、基金の回転率は 回で、前年度に比較し

回下回っている。

基金運用状況の最近３箇年の推移は、次表のとおりである。

単位 千円

年度

貸 付 償 還 年度末現在貸付 年 度 末

現金現在高件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

３

２

元

日立市奨学金貸付基金

この基金の額は 億 万円であるが、本年度末現在高は 億 万 千円である。

基金運用状況の最近３箇年の推移は、次表のとおりである。

単位 千円

年度
貸 付

償還額
年 度 末

未償還 額

左のうち滞納分 年 度 末

現金現在高人 員 金 額 人 員 金 額

３ うち新規

２ うち新規

元 うち新規

 

む す び

令和３年度の一般会計及び特別会計の決算は、歳入総額 億

万 千円に対し、歳出総額は 億 万 千円となり、前年度に比較

し、歳入は 億 万 千円 ％ 、歳出は 億 万 千円 ％

と、特別定額給付金給付事業の皆減などにより、それぞれ大幅に減少し

たものの、新型コロナウイルス感染症対策の継続的な実施などから、昨

年度に次いで過去２番目の決算規模となっている。

また、歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた実

質収支は 億 万 千円の黒字となっている。

一般会計の状況をみると、歳入は 億 万 千円、歳出は 億

万 千 円で あ り、 前年 度 に比 較 し、 歳入 は 億 万 千円

％ 、歳出は 億 万 千円 ％ とそれぞれ大きく減少し

ている。

歳入を財源別にみると、自主財源は、寄附金、繰入金の減少などによ

り、 億 万 千円と前年度に比較し 億 万 千円 ％ の

減となっている。

このうち、歳入の根幹である市税は 億 万円であり、新型コロ

ナウイルス感染症や固定資産の評価替え等の影響により市民税及び固定

資産税が減少したことなどから、 前年度に比較し 億 万 千円

％ の減となっている。

なお、市税の収納率は ％で前年度より ポイント上回り、収

入未済額は 億 万 千円と前年度より 万 千円 ％ 減少

している。

一方、依存財源については、新型コロナウイルス感染症対策に係る特

別定額給付金等の国庫支出金の減などにより 億 万 千円と、前

年度に比較し 億 万 千円 ％ の大幅な減となっている。

歳出を性質別にみると、義務的経費は、子育て世帯及び住民税非課税

世帯への臨時特別給付金給付事業による扶助費の増などにより 億

万 千円と、前年度に比較し 億 万 千円 ％）増加した

ものの、投資的経費については、滑川団地建替事業の完了などにより

億 万 千円と前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少してい

る。
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基 金 の 運 用 状 況

日立市高額療養費貸付基金

この基金の額は 万円であり、基金の回転率は 回で、前年度に比較し

回下回っている。

基金運用状況の最近３箇年の推移は、次表のとおりである。

単位 千円

年度

貸 付 償 還 年度末現在貸付 年 度 末

現金現在高件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

３

２

元

日立市奨学金貸付基金

この基金の額は 億 万円であるが、本年度末現在高は 億 万 千円である。

基金運用状況の最近３箇年の推移は、次表のとおりである。

単位 千円

年度
貸 付

償還額
年 度 末

未償還 額

左のうち滞納分 年 度 末

現金現在高人 員 金 額 人 員 金 額

３ うち新規

２ うち新規

元 うち新規

 

む す び

令和３年度の一般会計及び特別会計の決算は、歳入総額 億

万 千円に対し、歳出総額は 億 万 千円となり、前年度に比較

し、歳入は 億 万 千円 ％ 、歳出は 億 万 千円 ％

と、特別定額給付金給付事業の皆減などにより、それぞれ大幅に減少し

たものの、新型コロナウイルス感染症対策の継続的な実施などから、昨

年度に次いで過去２番目の決算規模となっている。

また、歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた実

質収支は 億 万 千円の黒字となっている。

一般会計の状況をみると、歳入は 億 万 千円、歳出は 億

万 千 円で あ り、 前年 度 に比 較 し、 歳入 は 億 万 千円

％ 、歳出は 億 万 千円 ％ とそれぞれ大きく減少し

ている。

歳入を財源別にみると、自主財源は、寄附金、繰入金の減少などによ

り、 億 万 千円と前年度に比較し 億 万 千円 ％ の

減となっている。

このうち、歳入の根幹である市税は 億 万円であり、新型コロ

ナウイルス感染症や固定資産の評価替え等の影響により市民税及び固定

資産税が減少したことなどから、 前年度に比較し 億 万 千円

％ の減となっている。

なお、市税の収納率は ％で前年度より ポイント上回り、収

入未済額は 億 万 千円と前年度より 万 千円 ％ 減少

している。

一方、依存財源については、新型コロナウイルス感染症対策に係る特

別定額給付金等の国庫支出金の減などにより 億 万 千円と、前

年度に比較し 億 万 千円 ％ の大幅な減となっている。

歳出を性質別にみると、義務的経費は、子育て世帯及び住民税非課税

世帯への臨時特別給付金給付事業による扶助費の増などにより 億

万 千円と、前年度に比較し 億 万 千円 ％）増加した

ものの、投資的経費については、滑川団地建替事業の完了などにより

億 万 千円と前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少してい

る。
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令和３年度の主な事業では、市の総力を挙げて、新型コロナウイルス

感染症への対応を最優先として、ワクチン接種や検査の推進などの感染

防止対策を迅速かつ着実に実施するとともに、市内の社会経済情勢に対

応した市独自支援を含めた市民への生活支援や中小事業者等に対する事

業継続、雇用維持支援等を積極的に進めた。

また、後期基本計画の最終年度及び第２期まち・ひと・しごと創生総合

戦略の２年目として、テレワーク移住支援や若者かがやき事業などを実

施したほか、子育て支援の充実を図るため、みやた認定こども園新園舎

建設や医療福祉費の拡充を行うとともに、中里中学校の校舎及び十王中

学校の屋内運動場の改築など学校教育環境の整備を進めた。さらに、地

域経済の活性化を図るため、久慈サンピア日立の改修事業やかみね動物

園猛獣舎の整備、マイクロクリエイションオフィス・ミカケルの整備に

よる創業者支援に取り組んだ。安全・安心の確保では、洪水避難施設の整

備や非常用持出袋の全戸配布、地域の防犯灯の市への移管などを進める

とともに、常陸多賀駅周辺地区整備や清掃センター基幹的設備改良など

の都市基盤と生活環境の整備、市報の全戸配布による広報機能の充実な

ど、本市の直面する課題への対応と将来の発展につながる各種事業を着

実に推進し、概ね計画どおりの事業遂行と成果を収めたものと考える。

次に、特別会計５事業のうち事業規模の大きい国民健康保険事業及び

介護保険事業の状況をみると、国民健康保険事業の実質収支は 億

万円の黒字となっている。また、国民健康保険料の収納率は ％と前

年度より ポイント上回っていることから、収入未済額についても、

億 万 千円と前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。

介護保険事業の実質収支は 億 万 千円の黒字となっており、介

護保険料の収納率も ％と前年度より ポイント上回っているこ

とから、収入未済額についても 万 千円と前年度に比較し 万

千円 ％ 減少している。

特別会計における一般会計からの繰入金は 億 万 千円となっ

ており、前年度と比較し 億 万 千円 ％ の増となっている。

普通会計における財政指標をみると、財政構造の弾力性を判断する臨

時 財 政 対 策 債 を 加 え た 経 常 収 支 比 率 は 、 普 通 交 付 税 の 増 な ど に より

％と、前年度に比較し ポイント下回り改善されているが、公債

 

費に充てられた一般財源の一般財源総額に対する割合を示す公債費負担

比率は ％と、前年度に比較し ポイント上回り悪化している。財

政力を示す財政力指数 単年度 は と、前年度と比較し ポイン

ト下回っている。

基金についての決算年度末現在高は 億 万 千円で、公共施設

等総合管理基金などが減少したものの、国民健康保険事業財政調整基金

などが増加したことにより、前年度と比較し 億 万 千円 ％ の

増となっている。

以上が令和３年度一般会計及び特別会計の決算概要であるが、本市財

政を取り巻く環境は、国全体として人口減少や超少子高齢化の進行によ

る生産年齢人口の減少に加え、長引く新型コロナウイルス感染症の影響

による個人所得の減少や企業収益の悪化が懸念され、今後とも歳入の根

幹をなす市税の大幅な伸びは期待できない状況にある。

一方で、歳出面においては、少子高齢化社会の進展による扶助費やこれ

までに進めてきた大型事業の財源の一部とした市債の元利償還に係る公

債費など、経常的経費の増加が見込まれるほか、新しい総合計画及び第２

期創生総合戦略に基づく重要プロジェクトを着実に推進するため、新た

に取り組むべき事業の増加も見込まれ、今後とも厳しい財政運営が続く

ものと予想される。

引き続き、行財政運営を進めるにあたっては、第８次行財政改革大綱

に続く、現在策定中の次期行革大綱を時代の変化に的確に対応できる行

政経営を目指した計画として、不断の改革に全庁一丸となって取り組ま

れたい。歳入面では、引き続き市税等の収納率の向上と適正かつ迅速な

債権管理による収入未済額の縮減に努めるとともに、国・県補助金など

の特定財源の確保をはじめ、ふるさと寄附金制度の更なる利用促進や有

料広告の一層の取組など、あらゆる収入の可能性を検討し、積極的な財

源の確保に努められたい。

また、歳出面については、人件費、扶助費、及び公債費の義務的経費の

動向を見極めつつ、経常経費を中心とした既存事業の見直しや最少の経

費で最大の効果を挙げるという、コスト意識と経営感覚を持って、施策・

事業の推進に努められたい。

さらに、今後の市政全般を展望すると、これまで最重要課題として継
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令和３年度の主な事業では、市の総力を挙げて、新型コロナウイルス

感染症への対応を最優先として、ワクチン接種や検査の推進などの感染

防止対策を迅速かつ着実に実施するとともに、市内の社会経済情勢に対

応した市独自支援を含めた市民への生活支援や中小事業者等に対する事

業継続、雇用維持支援等を積極的に進めた。

また、後期基本計画の最終年度及び第２期まち・ひと・しごと創生総合

戦略の２年目として、テレワーク移住支援や若者かがやき事業などを実

施したほか、子育て支援の充実を図るため、みやた認定こども園新園舎

建設や医療福祉費の拡充を行うとともに、中里中学校の校舎及び十王中

学校の屋内運動場の改築など学校教育環境の整備を進めた。さらに、地

域経済の活性化を図るため、久慈サンピア日立の改修事業やかみね動物

園猛獣舎の整備、マイクロクリエイションオフィス・ミカケルの整備に

よる創業者支援に取り組んだ。安全・安心の確保では、洪水避難施設の整

備や非常用持出袋の全戸配布、地域の防犯灯の市への移管などを進める

とともに、常陸多賀駅周辺地区整備や清掃センター基幹的設備改良など

の都市基盤と生活環境の整備、市報の全戸配布による広報機能の充実な

ど、本市の直面する課題への対応と将来の発展につながる各種事業を着

実に推進し、概ね計画どおりの事業遂行と成果を収めたものと考える。

次に、特別会計５事業のうち事業規模の大きい国民健康保険事業及び

介護保険事業の状況をみると、国民健康保険事業の実質収支は 億

万円の黒字となっている。また、国民健康保険料の収納率は ％と前

年度より ポイント上回っていることから、収入未済額についても、

億 万 千円と前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。

介護保険事業の実質収支は 億 万 千円の黒字となっており、介

護保険料の収納率も ％と前年度より ポイント上回っているこ

とから、収入未済額についても 万 千円と前年度に比較し 万

千円 ％ 減少している。

特別会計における一般会計からの繰入金は 億 万 千円となっ

ており、前年度と比較し 億 万 千円 ％ の増となっている。

普通会計における財政指標をみると、財政構造の弾力性を判断する臨

時 財 政 対 策 債 を 加 え た 経 常 収 支 比 率 は 、 普 通 交 付 税 の 増 な ど に より

％と、前年度に比較し ポイント下回り改善されているが、公債

 

費に充てられた一般財源の一般財源総額に対する割合を示す公債費負担

比率は ％と、前年度に比較し ポイント上回り悪化している。財

政力を示す財政力指数 単年度 は と、前年度と比較し ポイン

ト下回っている。

基金についての決算年度末現在高は 億 万 千円で、公共施設

等総合管理基金などが減少したものの、国民健康保険事業財政調整基金

などが増加したことにより、前年度と比較し 億 万 千円 ％ の

増となっている。

以上が令和３年度一般会計及び特別会計の決算概要であるが、本市財

政を取り巻く環境は、国全体として人口減少や超少子高齢化の進行によ

る生産年齢人口の減少に加え、長引く新型コロナウイルス感染症の影響

による個人所得の減少や企業収益の悪化が懸念され、今後とも歳入の根

幹をなす市税の大幅な伸びは期待できない状況にある。

一方で、歳出面においては、少子高齢化社会の進展による扶助費やこれ

までに進めてきた大型事業の財源の一部とした市債の元利償還に係る公

債費など、経常的経費の増加が見込まれるほか、新しい総合計画及び第２

期創生総合戦略に基づく重要プロジェクトを着実に推進するため、新た

に取り組むべき事業の増加も見込まれ、今後とも厳しい財政運営が続く

ものと予想される。

引き続き、行財政運営を進めるにあたっては、第８次行財政改革大綱

に続く、現在策定中の次期行革大綱を時代の変化に的確に対応できる行

政経営を目指した計画として、不断の改革に全庁一丸となって取り組ま

れたい。歳入面では、引き続き市税等の収納率の向上と適正かつ迅速な

債権管理による収入未済額の縮減に努めるとともに、国・県補助金など

の特定財源の確保をはじめ、ふるさと寄附金制度の更なる利用促進や有

料広告の一層の取組など、あらゆる収入の可能性を検討し、積極的な財

源の確保に努められたい。

また、歳出面については、人件費、扶助費、及び公債費の義務的経費の

動向を見極めつつ、経常経費を中心とした既存事業の見直しや最少の経

費で最大の効果を挙げるという、コスト意識と経営感覚を持って、施策・

事業の推進に努められたい。

さらに、今後の市政全般を展望すると、これまで最重要課題として継
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続的に取り組んでいる地方創生・人口減少問題対策をはじめ、デジタル

化や脱炭素社会の実現に向けた取組のほか、引き続き新型コロナウイル

ス感染症対策とポストコロナを見据えた地域経済の再生や新しい生活様

式に対応した行政サービスの提供、さらには激甚化、多発化する災害に

備えた市民の安全・安心の確保、人生 年時代を見据えた超高齢社会へ

の対応など、様々な行政課題への対応が求められているところである。

特に、本市の最大かつ喫緊の課題である人口減少問題については、庁

内に特別対策本部を設置し全庁を挙げて取り組まれているが、本市の持

つ「強み」と「弱み」を十分に分析・把握したうえで、更なる取組を期待

するものである。  

今年度から本市のまちづくりの指針となる新しい総合計画がスタート

したところであり、本市の様々な課題を克服し、将来都市像「共創で新た

な歴史を刻む 次世代型みらい都市 ひたち」の実現に向けて、引き続

き中長期的な視点に立った健全な行財政運営を推進するとともに、市民、

企業、行政の連携・協働のもと、本市の持続的な発展と全ての市民が幸せ

を実感できるまちづくりに、なお一層努められるよう強く望むものであ

る。  
以 上
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続的に取り組んでいる地方創生・人口減少問題対策をはじめ、デジタル

化や脱炭素社会の実現に向けた取組のほか、引き続き新型コロナウイル

ス感染症対策とポストコロナを見据えた地域経済の再生や新しい生活様

式に対応した行政サービスの提供、さらには激甚化、多発化する災害に

備えた市民の安全・安心の確保、人生 年時代を見据えた超高齢社会へ

の対応など、様々な行政課題への対応が求められているところである。

特に、本市の最大かつ喫緊の課題である人口減少問題については、庁

内に特別対策本部を設置し全庁を挙げて取り組まれているが、本市の持

つ「強み」と「弱み」を十分に分析・把握したうえで、更なる取組を期待

するものである。  

今年度から本市のまちづくりの指針となる新しい総合計画がスタート

したところであり、本市の様々な課題を克服し、将来都市像「共創で新た

な歴史を刻む 次世代型みらい都市 ひたち」の実現に向けて、引き続

き中長期的な視点に立った健全な行財政運営を推進するとともに、市民、

企業、行政の連携・協働のもと、本市の持続的な発展と全ての市民が幸せ

を実感できるまちづくりに、なお一層努められるよう強く望むものであ

る。  
以 上
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別表１　一般会計・特別会計予算決算額対照表

収 入 済 額 予算現額との比較

△ 1,933,918,833

国 民 健 康 保 険 事 業 △ 114,149,041

介 護 保 険 事 業 △ 89,273,628

介 護 サ ー ビ ス 事 業 △ 667,016,866

戸 別 合 併 処 理 浄 化 槽 事 業 △ 770,879

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 △ 280,576,245

計 △ 1,151,786,659

△ 3,085,705,492

別表２　一般会計・特別会計歳入歳出総括表

総 額 重 複 計 算 控 除 額

国 民 健 康 保 険 事 業

介 護 保 険 事 業

介 護 サ ー ビ ス 事 業

戸 別 合 併 処 理 浄 化 槽 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

計

（注） 歳入･歳出の重複計算控除額は、他会計の繰入、繰出額を当該会計ごとに計上したものである。

合　　　　　　　計

特

別

会

計

差 引 純 歳 入 額
区　　　分

歳 入

一 般 会 計

合　　　　　　　計

特

別

会

計

予 算 現 額
決 算 額 執 行率

（ ％）

区　　　分

歳 入

一 般 会 計

　　　（単位　円）

支 出 済 額 予 算 現 額 と の 比 較

△ 7,353,487,846

△ 407,528,771

△ 375,138,072

△ 667,115,784

△ 770,879

△ 288,408,613

△ 1,738,962,119

△ 9,092,449,965

　　　（単位　円）

総 額 重 複 計 算 控 除 額 差 引 純 歳 出 額 純 計 額

△ 945,849,947

△ 2,152,722,952

△ 248,820,495

△ 14,847,582

△ 483,924,072

△ 3,846,165,048

総 計 額

歳 出 差 引 過 不 足

予 算 現 額
決 算 額 執 行 率

（ ％ ）

歳 出

歳 計 残 額



－ 47 －

　　　（単位　円）

支 出 済 額 予 算 現 額 と の 比 較

△ 7,353,487,846

△ 407,528,771

△ 375,138,072

△ 667,115,784

△ 770,879

△ 288,408,613

△ 1,738,962,119

△ 9,092,449,965

　　　（単位　円）

総 額 重 複 計 算 控 除 額 差 引 純 歳 出 額 純 計 額

△ 945,849,947

△ 2,152,722,952

△ 248,820,495

△ 14,847,582

△ 483,924,072

△ 3,846,165,048

総 計 額

歳 出 差 引 過 不 足

予 算 現 額
決 算 額 執 行 率

（ ％ ）

歳 出

歳 計 残 額
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別表３　年度別一般会計・特別会計純計額比較対照表

           繰

３　年　度 ２　年　度 ３　年　度

国 民 健 康 保 険 事 業

介 護 保 険 事 業

介 護 サ ー ビ ス 事 業

戸 別 合 併 処 理 浄 化 槽 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

計

           繰

３　年　度 ２　年　度 ３　年　度

国 民 健 康 保 険 事 業

介 護 保 険 事 業

介 護 サ ー ビ ス 事 業

戸 別 合 併 処 理 浄 化 槽 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

計

合　　　　　　　計

特

別

会

計

決 算 額

一 般 会 計

区　　　分

特

別

会

計

決 算 額
区　　　分

［歳　入］

［歳　出］

一 般 会 計

合　　　　　　　計

（単位　円）

 入           額 純 計 額 比 較

２　年　度 ３　年　度 ２　年　度 （ ３ 年 度 － ２ 年 度 ）

△ 12,881,467,472

△ 81,489,149

△ 282,516

△ 10,186,331

△ 12,202,242,514

（単位　円）

 出           額 純 計 額 比 較

２　年　度 ３　年　度 ２　年　度 （ ３ 年 度 － ２ 年 度 ）

△ 13,180,586,075

△ 123,891,850

△ 1,715,393

△ 12,444,128,142

差 引 純 計 額

差 引 純 計 額
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（単位　円）

 入           額 純 計 額 比 較

２　年　度 ３　年　度 ２　年　度 （ ３ 年 度 － ２ 年 度 ）

△ 12,881,467,472

△ 81,489,149

△ 282,516

△ 10,186,331

△ 12,202,242,514

（単位　円）

 出           額 純 計 額 比 較

２　年　度 ３　年　度 ２　年　度 （ ３ 年 度 － ２ 年 度 ）

△ 13,180,586,075

△ 123,891,850

△ 1,715,393

△ 12,444,128,142

差 引 純 計 額

差 引 純 計 額
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別表４ 　一般会計財源別年度比較表 　  

（１）特定財源及び一般財源別年度比較表

　　　　　　　　　 決 　　　　　　 算

３　　年　　度　 ２　　年　　度　

合 計

▲ 自 動 車 取 得 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

国 庫 支 出 金

寄 附 金

繰 入 金

県 支 出 金

財 産 収 入

一

般

財

源
繰 越 金

地 方 交 付 税

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

計

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

地 方 譲 与 税

配 当 割 交 付 金

計

市 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

諸 収 入

市 債

区　　　分

特

定

財

源

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

（単位　円）

　　 額

元　　年　　度　 ３年度 ２年度 元年度 ３年度 ２年度

指 数 （ 元 年 度 ＝ ）構 成 比 ％
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（単位　円）

　　 額

元　　年　　度　 ３年度 ２年度 元年度 ３年度 ２年度

指 数 （ 元 年 度 ＝ ）構 成 比 ％
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（２）自主財源及び依存財源別年度比較表

　　　　　　　　　決             算

３　　年　　度　 ２　　年　　度　

合 計

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

地 方 消 費 税 交 付 金

利 子 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

国 庫 支 出 金

配 当 割 交 付 金

計

諸 収 入

繰 入 金

繰 越 金

地 方 譲 与 税

自

主

財

源

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

市 債

▲ 自 動 車 取 得 税 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

地 方 交 付 税

計

環 境 性 能 割 交 付 金

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

依

存

財

源

市 税

区　　　分

使 用 料 及 び 手 数 料

分 担 金 及 び 負 担 金

（単位　円）

      額

元　　年　　度　 ３年度 ２年度 元年度 ３年度 ２年度

指 数 （ 元 年 度 ＝ ）構 成 比 ％
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（単位　円）

      額

元　　年　　度　 ３年度 ２年度 元年度 ３年度 ２年度

指 数 （ 元 年 度 ＝ ）構 成 比 ％
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別表５　一般会計・特別会計款別歳入一覧表

１

２

３

４

５

６

７

８

９

金 額
構成比
（％）

予算現額
に対する
割 合
（ ％ ）

調 定 額

合 計

介 護 保 険 事 業

計

戸 別 合 併 処 理 浄 化 槽 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

介 護 サ ー ビ ス 事 業

市 債

計

国 民 健 康 保 険 事 業

諸 収 入

一

般

会

計

財 産 収 入

県 支 出 金

利 子 割 交 付 金

繰 入 金

繰 越 金

国 庫 支 出 金

使 用 料 及 び 手 数 料

地 方 消 費 税 交 付 金

特

別

会

計

環 境 性 能 割 交 付 金

市 税

分 担 金 及 び 負 担 金

地 方 譲 与 税

金 額
構成比
（％）

区　　　分

予 算 現 額

寄 附 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

配 当 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

調定額
に対す
る割合
（％）

金 額

予算現
額に対
する割
合 ％

構成比
（％）

収 入 済 額

調定額
に対す
る割合
（％）

調定額
に対す
る割合
（％）

（単位　円）

収 入 未 済 額

金 額 金 額
構成比
（％）

構成比
（％）

不 納 欠 損 額
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調定額
に対す
る割合
（％）

金 額

予算現
額に対
する割
合 ％

構成比
（％）

収 入 済 額

調定額
に対す
る割合
（％）

調定額
に対す
る割合
（％）

（単位　円）

収 入 未 済 額

金 額 金 額
構成比
（％）

構成比
（％）

不 納 欠 損 額



－ 57 －－ 56 －

別表６　市税収入状況表　

           収

１

２

３

４

５

６

７

計

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

鉱 産 税

入 湯 税

都 市 計 画 税

金 額

市 民 税

区　　　分 予 算 現 額 調 定 額

（単位　円）

     入  済 額

収 入 未 済 額予算現額に対
する割合（％)

調定額に対する
割合（％）

構成比（％）
不 納 欠 損 額
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（単位　円）

     入  済 額

収 入 未 済 額予算現額に対
する割合（％)

調定額に対する
割合（％）

構成比（％）
不 納 欠 損 額
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別表７　一般会計・特別会計款別歳入歳出年度比較表

（単位　円）

３　　年　　度 ２　　年　　度 元　　年　　度

１

２

３

４

５

６

７

８

９

▲

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

繰 越 金

合 計

計

国 民 健 康 保 険 事 業

戸 別 合 併 処 理 浄 化 槽 事 業

計

繰 入 金

特

別

会

計

自 動 車 取 得 税 交 付 金

[歳　入]

収 入 済 額

市 債

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

区　　　分

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

配 当 割 交 付 金

一

般

会

計

地 方 特 例 交 付 金

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

寄 附 金

諸 収 入

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

地 方 交 付 税

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

介 護 保 険 事 業

介 護 サ ー ビ ス 事 業

環 境 性 能 割 交 付 金

（単位　円）

３　　年　　度 ２　　年　　度 元　　年　　度

１

２

３

４

５

６

７

８

９

支 出 済 額
区　　　分

[歳　出]

公 債 費

災 害 復 旧 費

民 生 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

商 工 費

合 計

介 護 保 険 事 業

介 護 サ ー ビ ス 事 業

計

計

国 民 健 康 保 険 事 業

一

般

会

計

総 務 費

戸 別 合 併 処 理 浄 化 槽 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

議 会 費

特

別

会

計

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費
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（単位　円）

３　　年　　度 ２　　年　　度 元　　年　　度

１

２

３

４

５

６

７

８

９

支 出 済 額
区　　　分

[歳　出]

公 債 費

災 害 復 旧 費

民 生 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

商 工 費

合 計

介 護 保 険 事 業

介 護 サ ー ビ ス 事 業

計

計

国 民 健 康 保 険 事 業

一

般

会

計

総 務 費

戸 別 合 併 処 理 浄 化 槽 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

議 会 費

特

別

会

計

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費
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別表８　一般会計・特別会計款別歳出一覧表

１ 議 会 費

２ 総 務 費

３ 民 生 費

４ 衛 生 費

５ 労 働 費

６ 農 林 水 産 業 費

７ 商 工 費

８ 土 木 費

９ 消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

予 備 費

国 民 健 康 保 険 事 業

介 護 保 険 事 業

介 護 サ ー ビ ス 事 業

戸別合併処理浄化槽事業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

計

区　　　分
金 額

計

一

般

会

計

合 計

予 算 現 額

構 成 比
（ ％ ）

特

別

会

計

支 出 済 額

金 額
構 成 比
（ ％ ）

予算現額に
対する割合
（ ％ ）

繰越明許費

（単位　円）

予 算 現
額 に 対
す る 割
合 ％

翌 年 度 繰 越 額 不 用 額

予算現
額に対
する割
合 ％

金 額
構 成 比
（ ％ ）

構 成 比
（ ％ ）

継 続 費
逓次繰越

計
事  故
繰越し
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繰越明許費

（単位　円）

予 算 現
額 に 対
す る 割
合 ％

翌 年 度 繰 越 額 不 用 額

予算現
額に対
する割
合 ％

金 額
構 成 比
（ ％ ）

構 成 比
（ ％ ）

継 続 費
逓次繰越

計
事  故
繰越し
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別表９　一般会計・特別会計歳出節別集計表

（単位　円）

金 額 構成比 ％
予算現額に対
する割合(％)

１ 報 酬

２ 給 料

３ 職 員 手 当 等

４ 共 済 費

５ 災 害 補 償 費

６ 恩 給 及 び 退 職 年 金

７ 報 償 費

８ 旅 費

９ 交 際 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料 及 び 賃 借 料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

公 有 財 産 購 入 費

備 品 購 入 費

負担金、補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償、補填及び賠償金

償還金、利子及び割引料

投 資 及 び 出 資 金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

[ 一 般 会 計 ]

区　　　分

支 出 済 額
予 算 現 額

計

※ 予算現額 90,696,859,798円は、予備費 99,666,171円を除いたものである。

（単位　円）

金 額 構成比 ％
予算現額に対
する割合 ％

１ 報 酬

２ 給 料

３ 職 員 手 当 等

４ 共 済 費

５ 災 害 補 償 費

６ 恩 給 及 び 退 職 年 金

７ 報 償 費

８ 旅 費

９ 交 際 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料 及 び 賃 借 料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

公 有 財 産 購 入 費

備 品 購 入 費

負担金、補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償、補填及び賠償金

償還金、利子及び割引料

投 資 及 び 出 資 金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

予 算 現 額

※ 予算現額 34,224,488,564円は、予備費 56,142,436円を除いたものである。

合 計

計

[ 特 別 会 計 ]

区　　　分

支 出 済 額
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（単位　円）

金 額 構成比 ％
予算現額に対
する割合 ％

１ 報 酬

２ 給 料

３ 職 員 手 当 等

４ 共 済 費

５ 災 害 補 償 費

６ 恩 給 及 び 退 職 年 金

７ 報 償 費

８ 旅 費

９ 交 際 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料 及 び 賃 借 料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

公 有 財 産 購 入 費

備 品 購 入 費

負担金、補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償、補填及び賠償金

償還金、利子及び割引料

投 資 及 び 出 資 金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

予 算 現 額

※ 予算現額 34,224,488,564円は、予備費 56,142,436円を除いたものである。

合 計

計

[ 特 別 会 計 ]

区　　　分

支 出 済 額
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別表10　一般会計・特別会計歳出使途別分類表

人　件　費

金 額

１ 議 会 費

２ 総 務 費

３ 民 生 費

４ 衛 生 費

５ 労 働 費

６ 農 林 水 産 業 費

７ 商 工 費

８ 土 木 費

９ 消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

         計

         計

介 護 保 険 事 業
特

別

会

計

支 出 済 額

国 民 健 康 保 険 事 業

区　　　分

一

般

会

計

介 護 サ ー ビ ス 事 業

戸別合併処理浄化槽事業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

合　　　　　　計

（単位　円）

（１節～６節）  物件費・その他の経費

構成比（％）
支出済額に対
する割合 ％

金 額 構成比（％）
支出済額に対
する割合 ％
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（単位　円）

（１節～６節）  物件費・その他の経費

構成比（％）
支出済額に対
する割合 ％

金 額 構成比（％）
支出済額に対
する割合 ％
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別表11　市債目的別現在高調

総 務 債

民 生 債

衛 生 債

農 林 水 産 業 債

商 工 債

土 木 債

消 防 債

教 育 債

災 害 復 旧 債

減 税 補 填 債

臨 時 財 政 対 策 債

減 収 補 填 債

介 護 サ ー ビ ス 事 業

戸別合併処理浄化槽事業

計

区　　　分

区　　　分

計

［ 一 般 会 計 ］

［ 特 別 会 計 ］

２ 年 度 末 現 在 高 ３ 年 度 借 入 額

２ 年 度 末 現 在 高 ３ 年 度 借 入 額

（単位　円）

元 金 利 子

（単位　円）

元 金 利 子

３ 年 度 元 利 償 還 額
３ 年 度 末 現 在 高

３ 年 度 元 利 償 還 額
３ 年 度 末 現 在 高
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（単位　円）

元 金 利 子

（単位　円）

元 金 利 子

３ 年 度 元 利 償 還 額
３ 年 度 末 現 在 高

３ 年 度 元 利 償 還 額
３ 年 度 末 現 在 高


